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(57)【要約】
【課題】圧延機をはじめとするプラントにおいてフィー
ドフォワード制御を実施する場合において、位相の異な
る複数の変動要因を制御対象が含んでいる場合に、制御
出力の位相シフト量を好適に調整して制御効果を高める
こと。
【解決手段】制御対象が含む変動要因に基づいて前記制
御対象に発生した制御前状態量の変動に基づき、制御対
象の加工処理に際してフィードフォワード制御を行うプ
ラント制御装置であって、制御前状態量の変動と、加工
処理が行われたあとの制御対象の状態量である制御後状
態量の変動の位相差を取得し、その位相差に基づき、制
御前状態量の計測結果をフィードフォワード制御に反映
させるまでの位相シフト量を決定することを特徴とする
。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制御対象が含む変動要因に基づいて前記制御対象に発生した制御前状態量の変動に基づ
き、前記制御対象の加工処理に際してフィードフォワード制御を行うプラント制御装置で
あって、
　前記制御前状態量の変動と、前記加工処理が行われたあとの前記制御対象の状態量であ
る制御後状態量の変動の位相差を取得する位相差取得部と、
　前記位相差に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前記フィードフォワード制御に反
映させるまでの位相シフト量を決定するフィードフォワード調整部とを含むことを特徴と
するプラント制御装置。
【請求項２】
　前記フィードフォワード調整部は、前記位相差に対して予め定められた値と前記位相差
との関係に基づいて前記位相シフト量を決定することを特徴とする請求項１に記載のプラ
ント制御装置。
【請求項３】
　前記フィードフォワード調整部は、前記位相差に基づいて前記フィードフォワード制御
における制御ゲインを決定することを特徴とする請求項１に記載のプラント制御装置。
【請求項４】
　前記フィードフォワード調整部は、前記制御後状態量の変動幅及び前記位相差に基づい
て前記位相シフト量を決定することを特徴とする請求項１に記載のプラント制御装置。
【請求項５】
　前記加工処理の際に前記変動要因に応じて発生する制御量の変動の位相である制御量位
相を取得する制御量位相取得部を含み、
　前記フィードフォワード調整部は、前記制御後状態量の変動幅が所定の範囲内である場
合、前記制御前前状態量の変動の位相と前記制御量位相との位相差に基づき、前記位相シ
フト量を決定することを特徴とする請求項４に記載のプラント制御装置。
【請求項６】
　前記制御後状態量の変動幅が所定の範囲内となった状態における前記位相シフト量を、
前記加工処理の制御に影響する条件と関連付けて記憶媒体に記憶させる条件情報記憶部を
含み、
　前記フィードフォワード調整部は、前記加工処理の制御に影響する条件に対応して前記
記憶媒体に記憶されている前記位相シフト量に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前
記フィードフォワード制御に反映させるまでの位相シフト量を決定することを特徴とする
請求項５に記載のプラント制御装置。
【請求項７】
　被圧延材が含む位置に応じた高度の変動に基づいて前記被圧延材に発生した圧延前の板
厚変動に基づき、前記被圧延材の圧延処理に際してフィードフォワード制御を行う圧延制
御装置であって、
　前記圧延前の板厚変動と、前記圧延処理が行われたあとの前記被圧延材の板厚である圧
延後板厚の変動の位相差を取得する位相差取得部と、
　前記位相差に基づき、前記圧延前の板厚変動の計測結果を前記フィードフォワード制御
に反映させるまでの位相シフト量を決定するフィードフォワード調整部とを含むことを特
徴とする圧延制御装置。
【請求項８】
　制御対象が含む変動要因に基づいて前記制御対象に発生した制御前状態量の変動に基づ
き、前記制御対象の加工処理に際してフィードフォワード制御を行うプラント制御方法で
あって、
　前記制御前状態量の変動と、前記加工処理が行われたあとの前記制御対象の状態量であ
る制御後状態量の変動の位相差を取得し、
　前記位相差に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前記フィードフォワード制御に反
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映させるまでの位相シフト量を決定することを特徴とするプラント制御方法。
【請求項９】
　制御対象が含む変動要因に基づいて前記制御対象に発生した制御前状態量の変動に基づ
き、前記制御対象の加工処理に際してフィードフォワード制御を行うプラント制御プログ
ラムであって、
　前記制御前状態量の変動と、前記加工処理が行われたあとの前記制御対象の状態量であ
る制御後状態量の変動の位相差を取得するステップと、
　前記位相差に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前記フィードフォワード制御に反
映させるまでの位相シフト量を決定するステップとを情報処理装置に実行させることを特
徴とするプラント制御プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラント制御装置、圧延制御装置、プラント制御方法およびプラント制御プ
ログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　金属板を圧延することにより薄い金属材料を効率的に生産するプラントである圧延機に
おいては、被圧延材である金属板の硬度ムラによる板厚不良が発生する場合が有る。硬度
ムラとは、被圧延材の硬さが被圧延材の全体にわたって一様でない状態である。被圧延材
の硬さは、圧延される際の変形抵抗となるため、圧延の際に被圧延材を搬送する搬送方向
である圧延方向に硬度ムラが生じていると、位置によって被圧延材の潰れ方が異なり、圧
延された後の板厚に変動が発生する。
【０００３】
　圧延は、元の金属板の板厚である原板厚から製品厚まで、一般に被圧延材を複数回圧延
機に通す事で行われる。硬度ムラが存在すると、位置によって被圧延材の硬さが異なるた
め板厚変動が発生するが、複数回の圧延において毎回板厚偏差が新たに発生する。製品の
板厚精度を向上させるために、圧延機においては板厚制御が実施されるが、硬度ムラによ
り圧延の度に発生する板厚変動を、板厚制御で除去する事は困難であった。
【０００４】
　例えば、ある回の圧延時に発生した硬度ムラによる板厚変動を、次回の圧延時に入側板
厚計で検出して、フィードフォワード的に板厚制御を行う事で板厚変動を抑制する事が行
われる。しかしながら、硬度ムラによって新たに板厚変動が発生するため通常の制御ゲイ
ンより大きなゲインが必要であり、周波数分析により硬度ムラの有無を判断し、フィード
フォワード板厚制御の制御ゲインを変更する事が行われている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－３３４０９号公報
【特許文献２】特許２０１２－８６２５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に開示された技術においては、硬度ムラに基づく被圧延材の搬送方向の変形
抵抗変動を除去するために、前回の圧延時に発生した板厚変動を、次回の圧延時に入側板
厚変動としてフィードフォワード制御により除去している。その際、硬度ムラの有無に応
じてフィードフォワード制御の制御ゲインを変更する事が行われている。
【０００７】
　フィードフォワード制御は比例制御であり、対象となる制御偏差に位相と振幅を合わせ
て出力する事で制御効果を最大限とすることが可能となる。制御偏差として、正弦波を仮
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定し、それに対して制御ゲインをかけた制御出力を与え、結果として位相、振幅がどのよ
うになるかについて検討する。例えば、正弦波ｓｉｎ（ωｔ）に対する制御出力として、
制御ゲインＧおよび位相シフトΔをかけた正弦波を作成し、得られた結果をｙとする。
【０００８】
　この場合、ｙは、以下の式（１）のように表される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【０００９】
　ここで、上記式（１）におけるｙの振幅は以下の式（２）、位相は以下の式（３）によ
って表される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【００１０】
　図１９は、ｙの振幅Ｘおよび位相ズレδを、制御ゲインＧおよび位相シフトΔを変化さ
せた場合について示したグラフの図である。図１９に示すように、位相シフトΔが大きく
なると振幅も大きくなり、制御ゲインＧによっては６０度を超えると制御効果が得られな
いばかりか逆効果となる事がわかる。また、制御を行う事により、位相シフトΔが有る場
合は、結果として得られる制御結果ｙの位相が元の正弦波ｓｉｎ（ωｔ）からずれてしま
う事がわかる。
【００１１】
　つまり、比例制御であるフィードフォワード制御の制御ゲインを増大させても、制御対
象と制御出力の位相がずれている場合、即ち位相シフトΔが存在する場合、制御効果が小
さくなるばかりでなく、かえって悪化させてしまう可能性がある。
【００１２】
　ここで、硬度ムラに起因する板厚変動が発生する場合を考えると、圧延においては板厚
制御・張力制御が行われるため、板厚変動と硬度ムラの位相関係がずれることとなる。こ
の位相関係とは、各波形のピーク位置が１周期３６０度に対してどれくらいの角度でずれ
ているかを示す。従って、被圧延材の入側板厚偏差によるフィードフォワード制御を実施
しても、本来の硬度ムラとは位相関係がずれているため制御効果が得られなくなる。
【００１３】
　尚、このような課題は、金属材料の圧延における被圧延材の硬度ムラに限らず、プラン
トの制御において、基準となる変動要因に基づいて生じた制御前の変動要因を含む制御対
象物を制御して制御結果を得る場合において、基準となる変動要因と制御前の変動要因と
の位相がずれている場合に同様に課題となり得る。
【００１４】
　本発明において解決すべき課題は、圧延機をはじめとするプラントにおいてフィードフ
ォワード制御を実施する場合において、位相の異なる複数の変動要因を制御対象が含んで
いる場合に、制御出力の位相シフト量を好適に調整して制御効果を高めることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は例えば特許請求の範囲に記載の構成を採用する。本願は上記課題を解決する構
成要素を複数含んでいるが、その一例を挙げるならば、制御対象が含む変動要因に基づい
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て制御対象に発生した制御前状態量の変動に基づき、制御対象の加工処理に際してフィー
ドフォワード制御を行うプラント制御装置であって、制御前状態量の変動と、加工処理が
行われたあとの制御対象の状態量である制御後状態量の変動の位相差を取得する位相差取
得部と、制御位相差に基づき、制御前状態量の計測結果を前記フィードフォワード制御に
反映させるまでの位相シフト量を決定するフィードフォワード調整部とを含むことを特徴
とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、圧延機をはじめとするプラントにおいてフィードフォワード制御を実
施する場合において、位相の異なる複数の変動要因を制御対象が含んでいる場合に、制御
出力の位相シフト量を好適に調整して制御効果を高めることができる。尚、上記した以外
の課題、構成及び効果は、以下の実施形態の説明により明らかにされる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施形態に係る圧延機及び圧延制御装置の全体構成を示す図である。
【図２】圧延機の圧延現象及び関係する各パラメータを示す図である。
【図３】圧延制御の基本式を示す図である。
【図４】板厚制御部における板厚制御の処理内容を示す図である。
【図５】張力制御部による張力制御の処理内容を示す図である。
【図６】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図７】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図８】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図９】本発明の実施形態に係る板厚制御部及びフィードフォワード制御調整装置の処理
内容を示す図である。
【図１０】本発明の実施形態に係る制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置の機能構成
を示す図である。
【図１１】本発明の実施形態に係る位相差の算出動作を示すフローチャートである。
【図１２】本発明の実施形態に係る位相差の算出動作を示す図である。
【図１３】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図１４】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図１５】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図１６】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図１７】圧延現象のシミュレーション結果を示す図である。
【図１８】本発明の実施形態に係る圧延制御装置のハードウェア構成を示す図である。
【図１９】位相制御における位相シフト量と位相ズレ量、振幅との関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明に係るプラント制御装置の実施例として、金属材料である被圧延材に対する加工
処理として圧延を行う圧延機の制御装置を例として説明する。本実施形態においては、４
スタンドのタンデム圧延機において、被圧延材の変形抵抗変動である硬度ムラが発生する
場合において、硬度ムラにより発生する板厚変動を最小限とするような制御方法が特徴の
１つである。図１は、本実施形態に係る４スタンド圧延機及びその制御構成を示すブロッ
ク図である。
【００１９】
　図１に示すように、タンデム圧延機は複数のロールより構成される＃１スタンド圧延機
１１～＃４スタンド圧延機１４が４台連続的に並べられたもので、各圧延機においては図
２に示すような圧延が行われる。本実施形態においては、１台の圧延機は６本のロールに
よって構成され、被圧延材をはさんで内側より作業ロール、中間ロール、バックアップロ
ールと呼ばれる。
【００２０】
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　圧延は、図２に示すように、上下作業ロール間で被圧延材を潰す事により実施される。
この時、被圧延材０は、入側張力Ｔｂおよび出側張力Ｔｆにより引っ張られ、圧延荷重Ｐ
により潰される事で入側板厚Ｈは出側板厚ｈとなる。圧延現象により圧延荷重Ｐ、先進率
ｆおよび後進率ｂが生じ、作業ロール速度ＶＲの場合、入側速度Ｖｅおよび出側速度Ｖｏ

は夫々図２に示す通りとなる。
【００２１】
　図３に、図２の圧延現象をモデル化したものを示す。自スタンド圧延機および前後スタ
ンド圧延機の入側速度Ｖｅ、出側速度Ｖｏにより入側張力Ｔｂ、出側張力Ｔｆが変化する
。張力が変化すると、圧延荷重Ｐおよび出側板厚ｈ、入側速度Ｖｅ、出側速度Ｖｏが変化
する。以上のように、圧延現象は入側板厚Ｈ、作業ロール速度ＶＲ、ロールギャップＳを
入力とし、入側張力Ｔｂ、出側張力Ｔｆ、出側板厚ｈを出力とする複雑な現象であり、張
力を介して前後圧延機スタンドにおける圧延現象とも関係する。
【００２２】
　図１に示すように、４スタンドの各圧延機には、作業ロール速度を操作する電動機と電
動機速度制御装置２１～２４および作業ロール間の間隔であるロールギャップを操作する
ロールギャップ制御装置３１～３４が設置されている。圧延においては、製品となる被圧
延材の板厚が製品の品質上重要であり、被圧延材の板厚を測定するための板厚計４１～４
４が各圧延機スタンド出側に設置されている。また、被圧延材にかかる張力は、圧延操業
の安定性のためには重要であり、板厚精度にも関わるため張力計５１～５４が各スタンド
出側に設置されている。また、＃４スタンド圧延機１４の出側には、＃４スタンド圧延機
１４の出側張力を制御するために出側ブライドルロール１５および電動機および電動機速
度制御装置２５が設置されている。
【００２３】
　＃１スタンド圧延機１１においては、＃１スタンド圧延機１１のロールギャップを操作
する板厚制御部６１が、＃２スタンド圧延機１２～＃４スタンド圧延機１４においては前
段スタンド速度を操作する板厚制御部６２～６４が実施されている。例えば、＃２スタン
ド圧延機１２の場合には１スタンド圧延機１の速度制御が行われる。
【００２４】
　＃２スタンド圧延機１２以降の板厚制御部６２～６４においては、入側板厚計の検出結
果を用いたフィードフォワード制御と出側板厚計の検出結果を用いたフィードバック制御
が実施される。例えば、＃２スタンドの板厚制御部６２においては、＃１スタンドの出側
の板厚計４１の検出結果を用いたフィードフォワード制御と、＃２スタンドの出側の板厚
計４２の検出結果を用いたフィードバック制御が行われる。
【００２５】
　張力に関しては、各圧延機スタンドの出側張力を、次スタンド圧延機のロールギャップ
を用いて制御する張力制御部７１～７３が行われる。例えば、＃１スタンド圧延機１１の
出側張力は、張力制御部７１が、＃２スタンド圧延機１２のロールギャップをロールギャ
ップ制御装置３２を操作する事で制御する。また、＃４スタンド圧延機１４の出側張力は
、張力制御部７４が、出側ブライドルロール１５の速度を速度制御装置２５を操作するこ
とで制御する。
【００２６】
　図４は板厚制御部６４の概要を示す図である。図４に示すように、板厚制御部６４は、
＃３スタンド圧延機１３の出側の板厚計４３にて測定した入側板厚偏差ΔＨを、被圧延材
の測定位置が＃４スタンド圧延機１４直下に到達するまで遅延させるように移送処理する
。この入側板厚偏差ΔＨの計測結果が圧延前の状態量である制御前状態量であり、その位
相が制御前位相である。
【００２７】
　そして、板厚制御部６４は、制御ゲインＧＦＦをかけたフィードフォワード制御出力と
、＃４スタンド圧延機１４の出側の板厚計４４にて測定された出側板厚偏差Δｈに制御ゲ
インＧＦＢをかけて積分処理されたフィードバック制御出力とを加算したものを制御出力



(7) JP 2017-58932 A 2017.3.23

10

20

30

40

50

として出力する。この出側板厚偏差Δｈの計測結果が圧延後板厚である制御後状態量であ
り、その位相が制御後位相である。
【００２８】
　他の板厚制御部６１～６３においても同様の構成となっており、各圧延機スタンドに対
する入側板厚偏差によるフィードフォワード制御と、出側板厚偏差によるフィードバック
制御より構成される。板厚変動は、発生位置の＃４スタンド圧延機１４直下では検出でき
ず、＃４スタンド圧延機１４から離れた位置に設置された板厚計４４にて検出するため、
板厚変動発生から検出までの無駄時間が存在する。そのため、フィードバック制御は積分
制御としている。
【００２９】
　図５は張力制御部７３の概要を示す図である。＃３スタンド圧延機１３と＃４スタンド
圧延機１４間に設置された３－４スタンド間張力計５３で測定された張力実績Ｔ３４ＦＢ

と張力指令Ｔ３４ＲＥＦの偏差ΔＴ３４を用いて、比例積分制御を行う構成となっている
。積分制御においては、制御出力が制御状態量に対して位相が９０度すれるため、結果と
して得られる＃４スタンド圧延機１４の出側板厚においては、本来の硬度ムラ位置に対し
て板厚偏差の位相がずれる。
【００３０】
　図６～図８は、図１に示すような４スタンドタンデム圧延機の圧延現象のシミュレーシ
ョン結果を示す図である。図６は板厚制御、張力制御共実施しない場合、硬度ムラである
変形抵抗変動により、＃４スタンドの入側板厚、＃４スタンド出側板厚、＃３スタンド～
＃４スタンド間張力、＃４スタンド出側張力が時間経過でどのように変動するかのシミュ
レーション結果である。
【００３１】
　図６～図８において、“板厚変動”では入側板厚の変動が実線で、出側板厚の変動が破
線で示されている。“張力変動”では、入側張力の変動が実線で、出側張力の変動が破線
で示されている。“荷重変動”では、圧延荷重の変動が実線で、変形抵抗変動が破線で示
されている。
【００３２】
　この場合、硬度ムラがそのまま板厚変動として現れるため、変形抵抗変動と＃４スタン
ド入側板厚偏差、＃４スタンド出側板厚偏差は波形のピーク位置が一致しており、位相関
係にズレが無い事がわかる。
【００３３】
　図７は、♯４スタンドの入側である＃３スタンド～＃４スタンド間張力制御部６３およ
び＃４スタンド出側張力制御部６４を比例積分制御で実施し、かつ＃４スタンド出側板厚
制御部６４のフィードバック制御のみ実施した場合である。この場合、＃４スタンド出側
板厚偏差の位相が＃４スタンド入側板厚偏差より早くなる位相進みが生じている。
【００３４】
　これは、＃４スタンドの板厚制御部６４において積分制御を実施しているため９０度の
位相遅れの制御出力となり、式（１）～（３）及び図１９にて示したような関係からΔが
マイナスであるため、制御結果である＃４スタンド出側板厚偏差のδはプラス側となるか
らである。
【００３５】
　以上で述べたように、硬度ムラのように制御対象が元々有している変動要因に対して制
御を行う事により、位相の異なる他の変動要因が発生し、制御対象の状態量間の位相関係
が変動してしまう。＃４スタンドの前段スタンドである♯３スタンドの板厚制御部６３の
フィードバック制御も実施した場合、図８に示すように、＃４スタンド入側板厚偏差は、
変形抵抗よりも進み位相となっている。
【００３６】
　通常、タンデム圧延機においては、＃１スタンドを始めとして、各圧延機スタンドで板
厚制御を実施するため、変形抵抗変動と、その結果として現れる板厚変動は位相がずれて
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いる事がわかる。そのため、圧延機スタンドの入側板厚偏差を用いてフィードフォワード
制御を実施する場合、変形抵抗変動と入側板厚偏差変動との位相ずれの影響により制御効
果が得られなくなる。
【００３７】
　従来、フィードフォワード制御の調整方法としては、制御出力～制御操作端までの無駄
時間、応答を考慮して、図４におけるフィードフォワード制御用制御出力タイミングシフ
ト量ΔＴＦＦを設定し、制御結果である出側板厚偏差により制御ゲインを変更する事が行
われていた。しかしながら、この方法を用いた場合、制御対象状態量である入側板厚偏差
と硬度ムラで有る変形抵抗変動に位相差が有るため制御効果が得られなくなる。
【００３８】
　上記式（１）～（３）及び図１９で示したように、フィードフォワード制御においては
、制御ゲインＧと制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦを適切に設定する事が必要である
。そして、この設定は圧延速度や、他にどのような制御が実施されているかを考慮して決
定する必要があり、複雑な調整となる。圧延速度の場合、板厚偏差変動の周波数が変わる
ため、制御出力～制御操作端動作までの応答が変化する。また、タンデム圧延機の場合、
どの圧延機スタンドでどのような板厚制御、張力制御が実施されているかで異なる。
【００３９】
　フィードフォワード制御において制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦおよび制御ゲイ
ンＧを適切に設定する事は重要であるが、両者は上記式（１）～（３）において説明した
関係で結びついている。例えば制御ゲインＧを変更すると、状態量間の位相ズレ量δも変
動する。逆に制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦを変更すると制御状態量の振幅Ｘも変
動してしまう。従って、両者を適切に設定するように調整するのは困難である。
【００４０】
　上記式（３）において、状態量間の位相ズレ量δは、逆正接関数であるため－∞～＋∞
に対して－９０度～＋９０度を定義域とするが、式（１）から明らかに＋無限大を超えて
－となった場合９０度より大となるため便宜的に図１９の様に９０度を超えるものとして
いる。式（３）より、制御ゲインＧが１より大でないと状態量間の位相ズレ量δは９０度
を超えない。従って、状態量間の位相のズレδが９０度を超えている場合は制御ゲインＧ
が大き過ぎると予測できる。
【００４１】
　また、制御タイミングシフト量Δと状態量間の位相ズレ量δは逆方向となるため、状態
量間の位相ズレ量δが判れば制御タイミングシフト量Δをどのように変更するかを予測す
る事ができる。例えば、状態量間の位相ズレ量δが、＋方向であれば、制御タイミングシ
フト量Δを増加方向、即ち、マイナス側からプラス側に向かう方向に変更すればよい。他
方、プラス側からマイナス側に向かう方向は減少方向である。
【００４２】
　圧延機の板厚制御におけるフィードフォワード制御の場合、入側板厚計で検出した入側
板厚偏差と出側板厚計で検出する出側板厚偏差の位相関係を状態量間の位相ズレ量δ、入
側板厚偏差から制御出力までの制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦを制御タイミングシ
フト量Δと考える事ができる。従って、これらの状態量を用いて、フィードフォワード制
御における制御タイミングシフト量ΔＴＦＦおよび制御ゲインＧＦＦを調整すればよい。
【００４３】
　図９に示すように、本実施形態に係るフィードフォワード制御調整装置１０１において
は、#４スタンドの入側の板厚計４３で検出した入側板厚偏差ΔＨに対して板移送処理を
実施する事で、＃４スタンドの出側の板厚計４４直下通過のタイミングで取り出し、入側
板厚偏差ΔＨＴＲＫとする。また、＃４スタンドの出側の板厚計４４で検出した出側板厚
偏差Δｈを入力する。
【００４４】
　＃４スタンド圧延機１４の圧延荷重を測定するための圧延荷重計４６より圧延荷重Ｐを
、＃４スタンド圧延機１４直下から＃４スタンドの出側の板厚計４４直下まで移送処理し
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圧延荷重ＰＴＲＫとする。これら＃４スタンドの出側板厚偏差Δｈ、入側板厚偏差ΔＨＴ

ＲＫ、圧延荷重ＰＴＲＫが、＃４スタンドの制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置１
０２に入力される。この圧延荷重Ｐの変動が、被圧延材の硬度ムラに応じて発生する制御
量の変動であり、その位相が制御量位相である。
【００４５】
　制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置１０２においては、ΔＨＴＲＫ、Δｈ、Ｐの
位相関係およびΔｈの大小によりフィードフォワード制御ゲインＧＦＦおよび制御出力タ
イミングシフト量ΔＴＦＦを調整する。即ち、制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置
１０２が、フィードフォワード調整部として機能する。
【００４６】
　図１０は、制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置１０２の機能構成を示す図である
。制御対象である圧延機の状態量として、上述した被圧延材の入側板厚偏差ΔＨＴＲＫと
、出側板厚計での出側板厚偏差検出値Δｈ、並びに圧延荷重ＰＴＲＫが入力される。そし
て、ΔＨＴＲＫとΔｈとの位相関係に基づき、制御出力の位相シフト量を調整することが
本実施形態に係る特徴の１つである。
【００４７】
　フィードフォワード制御の目的は、入側板厚偏差が出側板厚偏差とならないようにする
事である。そのため、フィードフォワード制御が好適に働き、出側板厚偏差が小さくなる
と上述した入側板厚偏差と出側板厚偏差との位相関係の判断が困難となる。そのため、制
御出力および板厚変動の原因となる硬度ムラの影響を受ける圧延荷重と入側板厚偏差の位
相関係も用いて位相調整を実施することも本実施形態に係る特徴の１つである。
【００４８】
　ＰＰ値演算装置１０３においては、入力された出側板厚偏差検出値Δｈおよび入側板厚
偏差ΔＨＴＲＫより、入側板厚偏差ΔＨＴＲＫの1周期にあたる範囲内の最大値および最
小値を求め、最大値から最小値を減算することで、出側板厚偏差ＰＰ値ΔｈＰＰを求める
。ここで、１周期にあたる範囲は、位相差演算装置１０４ａ、１０４ｂと同様にして決定
する。ΔｈＰＰは、出側板厚がどの程度変動しているか、即ち出側板厚の変動幅を示す値
である。
【００４９】
　位相差演算装置１０４ａ、１０４ｂにおいては、図１１に示すような方法で、基準信号
に対する比較信号の位相ズレを求める。まず、基準信号の変動１周期分の信号を取り出す
（Ｓ１１０１）。即ち、Ｓ１１０１において位相差演算装置１０４ａ、１０４ｂが制御前
位相取得部として機能する。１周期は、基準信号よりＦＦＴ（Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ
　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）を用いて振動周波数を求め、1周期の時間を求めても良いし、例
えば基準信号の最大値の時間間隔から求めても良い。厳密に1周期分である必要は無く、1
周期以上となっても良い。
【００５０】
　同様に、位相差演算装置１０４ａ、１０４ｂは、比較信号についても基準信号での取り
出し開始点から取り出し終了点までの信号を取り出す（Ｓ１１０１）。即ち、Ｓ１１０１
において位相差演算装置１０４ａ、１０４ｂは、制御後位相取得部及び制御量位相取得部
としても機能する。具体的には、図１２（ａ）に示すように、基準信号および比較信号用
に計算機のサンプリング周期（定周期）毎にデータを格納するテーブルを用意し、現サン
プリング時におけるデータが最後に記録されるようにする。1周期の時間が分かれば、図
１２（ｂ）に示すように、現サンプリング点から時間分さかのぼったテーブル個数を取り
出し、1周期分テーブルにコピーする。
【００５１】
　次に、1周期分テーブル内の最大値、最小値を求めてそれぞれ上限値、下限値とし、上
限値、下限値がそれぞれ＋１、－１となるように1周期分テーブル内データを規格化する
（Ｓ１１０２）。そして、基準信号を基準として比較信号の位相をずらす（Ｓ１１０３）
。比較信号の位相をずらす処理は、図１２（ｃ）に示すように、比較信号用変更テーブル
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を設け、比較信号用１周期分テーブルからテーブル位置をずらしてコピーすることによっ
て行われる。図１２（ｃ）は、２サンプリング分ずらす場合である。
【００５２】
　そして、位相差演算装置１０４ａ、１０４ｂは、比較信号用変更テーブルと基準信号１
周期分テーブルの各テーブルデータの差の２乗を１周期分テーブル全部について総和を求
める（Ｓ１１０４）。この値（以降、「２乗誤差１周期分」とする）が、位順信号と位相
をずらした比較信号とがどの程度類似しているかの判断指標値となる。
【００５３】
　位相差演算装置１０４ａ、１０４ｂは、位相をずらす量（以降、「位相ずらし量」とす
る）を変えながら、Ｓ１１０３からの処理を繰り返す（Ｓ１１０５／ＮＯ）。そして、予
め定められた所定数の位相ずらし量について処理を完了すると（Ｓ１１０５／ＹＥＳ）、
２乗誤差１周期分が最小となるずらし量を選択し（Ｓ１１０６）、処理を終了する。Ｓ１
１０６における選択結果が、位相ズレの算出結果となる。
【００５４】
　ここで、位相ずらし量は、基準信号に対して比較信号の位相が進む方向を＋側、遅れる
方向を－側とする。テーブルずらし量としては、図１２（ｃ）のようにずらした場合が－
側となる。位相差演算装置１０４ａは、基準信号として入側板厚偏差ΔＨＴＲＫ、比較信
号として出側板厚偏差検出値Δｈを取得し、入側板厚－出側板厚間位相差ΔＴＥＤを得る
。また、位相差演算装置１０４ｂは、基準信号として入側板厚偏差ΔＨＴＲＫ、比較信号
として圧延荷重ＰＴＲＫを取得し、入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴＥＰを得る。
【００５５】
　フィードフォワード制御においては、入側板厚偏差を用いて、出側板厚偏差を小さくす
る事を目的とする。つまり制御対象状態量は出側板厚偏差である。硬度ムラである変形抵
抗変動の影響が入側板厚偏差として＃４スタンド入側においては既に現れているので、＃
４スタンドの板厚制御部６４は、入側板厚偏差を用いたフィードフォワード制御を実施す
る。そして、フィードフォワード制御調整装置１０１は、入側板厚偏差と出側板厚偏差の
位相関係からフィードフォワード制御を調整する。
【００５６】
　これに対して、フィードフォワード制御の効果が好適に表れてくると、出側板厚偏差検
出値Δｈが小さくなり、理想的には０となる。この場合、入側板厚偏差と出側板厚偏差の
位相関係を求めるのは困難となる。これに対して、圧延荷重は硬度ムラによる出側板厚偏
差除去の結果として、大きく変動しているため、これを出側板厚偏差の代わりとすること
ができる。つまり、フィードフォワード制御調整装置１０１は、入側板厚偏差と圧延荷重
の位相関係からフィードフォワード制御の制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦの調整を
実施する機能を有する。
【００５７】
　制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置１０２においては、上記の判断を行う必要が
有るため、ファジィ推論を実施する。メンバーシップ関数１０５においては、出側板厚偏
差ＰＰ値ΔｈＰＰを入力とし、図１０に示すようなメンバーシップ関数を用いて、ＳＨＳ
、ＳＨＢを求める。ＳＨＳは、出側板厚偏差が小さい場合を示す値である。他方ＳＨＢは
、出側板厚偏差が大きい場合を示す値である。
【００５８】
　メンバーシップ関数１０６においては、入側板厚－出側板厚間位相差ΔＴＥＤを入力と
し、図に示１０すようなメンバーシップ関数を用いて、ＴＥＤＢ、ＴＥＤＭ、ＴＥＤＺ、
ＴＥＤＰ、ＴＥＤＴを求める。ＴＥＤＢは、入側板厚－出側板厚間位相差が－側で大きい
度合を示す値である。ＴＥＤＭは、入側板厚－出側板厚間位相差が－側である度合を示す
値である。ＴＥＤＺは、入側板厚－出側板厚間位相差が無である度合を示す値である。Ｔ
ＥＤＰは、入側板厚－出側板厚間位相差が＋側である度合を示す値である。ＴＥＤＴは、
入側板厚－出側板厚間位相差が＋側で大きい度合を示す値である。
【００５９】
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　メンバーシップ関数１０７においては、入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴＥＤを入力と
し、図１０に示すようなメンバーシップ関数を用いて、ＴＥＰＭ、ＴＥＰＺ、ＴＥＰＰを
求める。ＴＥＰＭは、入側板厚－圧延荷重間位相差が－側である度合を示す値である。Ｔ
ＥＰＺは、入側板厚－圧延荷重間位相差が無である度合を示す値である。ＴＥＰＰは、入
側板厚－圧延荷重間位相差が＋側である度合を示す値である。
【００６０】
　各メンバーシップ関数における横軸の値は、予め定めたものを使用する。メンバーシッ
プ関数１０５におけるＳＢは出側板厚偏差を用いたフィードフォワード制御の調整の実施
可否の判定に用いる閾値である。例えば出側板厚変動が１μｍ以下の場合に、フィードフ
ォワード制御の調整に際して出側板厚偏差を使用しないのであればＳＢ＝１μｍである。
このように、本実施形態に係る制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置１０２は、出側
板厚偏差の変動幅が所定の範囲内である場合、出側板厚偏差でなく圧延荷重の変動の位相
を参照する。
【００６１】
　メンバーシップ関数１０６におけるＤＢ、ＤＴは、制御ゲインが高すぎることの判定に
用いる閾値である。例えば、入側板厚－出側板厚間位相差が９０度を超える場合は、制御
ゲインが高いと判断され、その場合には、制御ゲイン下げを実施する必要がある。そのた
めＤＢ＝－９０度、ＤＴ＝９０度である。
【００６２】
　メンバーシップ関数１０６におけるＤＭ、ＤＰ及びメンバーシップ関数１０７における
ＰＭ、ＰＰは、出力タイミングシフト量の調整が不要であることの判定に用いる閾値であ
る。例えば、入側板厚－出側板厚間位相差が±２０度以内の場合には出力タイミングシフ
ト量の調整は不要である。そのため、ＤＭ＝－２０度、ＤＰ＝２０度である。同様にＰＭ
＝－２０度、ＰＰ＝２０度である。なお、これらの値は一例であり、圧延状況や設備の特
性に応じて適時変更するものである。
【００６３】
　また、ＤＰ、ＰＺは、出側板厚偏差が最小となり、フィードフォワード制御の効果が最
大限となる入側板厚－出側板厚間位相差、入側板厚－圧延荷重間位相差を設定する。これ
らの位相差の設定は、圧延シミュレーションや実圧延における手動調整時の実績データ等
から決定して行えばよい。このように、制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置１０２
においては、位相差に対して予め定めれられた値と位相差との関係に基づいてタイミング
シフト量を決定する。
【００６４】
　ファジィ推論装置１０８においては、メンバーシップ関数を用いて求めた上記各度合よ
り、ファジィ推論を用いて、フィードフォワード制御用制御出力タイミングシフト量ΔＴ

ＦＦを増加側に変更する度合ＴＦＦＰ、減少側に変更する度合ＴＦＦＭ、フィードフォワ
ード制御ゲインＧＦＦを増加側に変更する度合ＧＦＦＰ、減少側に変更する度合ＧＦＦＭ
を以下の様な推論ルールを用いて求める。
【００６５】
　推論ルールの処理方法としては、種々有るが、本実施形態に係るファジィ推論装置１０
８は、以下の式（４）、（５）となるような処理を行う。
ＩＦ　（Ａ　ａｎｄ　Ｂ）ｔｈｅｎ　Ｃ　の場合は　Ｃ＝ｍｉｎ（Ａ，Ｂ）　　　（４）
ＩＦ　（Ａ　ｏｒ　Ｂ）　ｔｈｅｎ　Ｃ　の場合は　Ｃ＝ｍａｘ（Ａ，Ｂ）　　　（５）
【００６６】
　また、使用する推論ルールとしては、出側板厚偏差が大きく、入側板厚－出側板厚間の
位相差がゼロの場合、フィードフォワード制御ゲインが小さいと考えられるため、以下の
式（６）のような処理となる。
　ＩＦ　（ＳＨＢ　ａｎｄ　ＴＥＤＺ）　ｔｈｅｎ　ＧＦＦＰ　　　（６）
【００６７】
　また、出側板厚偏差が大きく、入側板厚－出側板厚間の位相差有の場合、制御出力タイ
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ミングシフト量ΔＴＦＦがずれていると判断でき、ずれを無くす事で出側板厚偏差を小さ
くすることが期待できるため、以下の式（７）、（８）のような処理となる。
　ＩＦ　（ＳＨＢ　ａｎｄ　ＴＥＤＰ）　ｔｈｅｎ　ＴＦＦＰ　　　（７）
　ＩＦ　（ＳＨＢ　ａｎｄ　ＴＥＤＭ）　ｔｈｅｎ　ＴＦＦＭ　　　（８）
【００６８】
　また、出側板厚偏差が大きく、入側板厚－出側板厚間の位相差が大きく９０度を超える
様な場合、フィードフォワード制御ゲインが大きすぎると判断できる。この場合、まずゲ
インを下げ、適正な制御ゲインとなってから制制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦを調
整したほうが良いと考えられるため、以下の式（９）、（１０）のような処理となる。
　ＩＦ　（ＳＨＢ　ａｎｄ　ＴＥＤＴ）　ｔｈｅｎ　ＧＦＦＭ　　　（９）
　ＩＦ　（ＳＨＢ　ａｎｄ　ＴＥＤＢ）　ｔｈｅｎ　ＧＦＦＭ　　　（１０）
【００６９】
　また、出側板厚偏差が小さく、入側板厚－圧延荷重間の位相差が大きな場合、制制御出
力タイミングシフト量 を調整することで出側板厚偏差を更に小さくする事が期待できる
ため、以下の式（１１）、（１２）のような処理となる。
ＩＦ　（ＳＨＳ　ａｎｄ　ＴＥＰＰ）　ｔｈｅｎ　ＴＦＦＭ　　　（１１）
ＩＦ　（ＳＨＳ　ａｎｄ　ＴＥＰＭ）　ｔｈｅｎ　ＴＦＦＰ　　　（１２）
【００７０】
　圧延現象のシミュレーションを行うと、入側板厚－圧延荷重間の位相差が－側の場合に
制御タイミングシフト量ΔＴＦＦを増加側に、入側板厚－圧延荷重間の位相差が＋側の場
合に制御タイミングシフト量ΔＴＦＦを減少側に変更すると入側板厚－圧延荷重間の位相
差が小さくなる事から上記の制御ルールとしている。図１９の関係は、入側板厚偏差と出
側板厚偏差のように、制御対象状態量が制御前後でどのように変化するかを示すものであ
る。圧延荷重は入側板厚変動と出側板厚変動および入出側張力による圧延現象により発生
するものである事から、入側板厚－圧延荷重間の位相差と制御タイミングシフト量との関
係は図１９とは異なる。しかしながら、制御タイミングシフト量を変更した場合における
位相差の変化傾向が分かれば本実施例の様に制御チアミングの調整に利用可能である。
【００７１】
　以上の推論ルールを用いる事により、フィードフォワード制御用制御出力タイミングシ
フト量ΔＴＦＦを増加側に変更する度合ＴＦＦＰ、減少側に変更する度合ＴＦＦＭ、フィ
ードフォワード制御ゲインＧＦＦを増加側に変更する度合ＧＦＦＰ、減少側に変更する度
合ＧＦＦＭを求める。
【００７２】
　なお、以上で述べた推論ルールは一例であり、フィードフォワード制御における状態量
とフィードフォワード制御ゲインＧＦＦ、フィードフォワード制御用制御出力タイミング
シフト量ΔＴＦＦを変更して出側板厚偏差を小さくできる可能性が有るものであれば制御
ルールとして設定し、利用可能である。また、圧延現象のシミュレーションのみでなく、
実圧延で手動で調整してみた結果により制御ルールを決定するほうが、より実圧延現象に
合致した調整方法とすることができる。
【００７３】
　パラメータ変更装置１０９においては、上記で求めた変更度合ＴＦＦＰ、ＴＦＦＭ、Ｇ
ＦＦＰ、ＧＦＦＭより、以下の式（１３）、（１４）により、フィードフォワード制御ゲ
インＧＦＦおよびフィードフォワード制御用制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦを変更
する。
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【００７４】
　ここで、ＣＴＦＦＰ、ＣＴＦＦＭ、ＣＧＦＦＰ、ＣＧＦＦＭは調整用のパラメータであ
り、ＣＴＦＦＰは制御出力タイミングシフト量の1回当りの増加側の変更量を示す値であ
る。ＣＴＦＦＭは制御出力タイミングシフト量の1回当りの減少側の変更量を示す値であ
る。ＣＧＦＦＰは制御ゲインの１回当りの増加側の変更量を、ＣＧＦＦＭは減少側の変更
量を示す値である。
【００７５】
　以上のようにすることで、フィードフォワード制御調整装置１０１により、４スタンド
板厚制御部６４におけるフィードフォワード制御の、フィードフォワード制御ゲインＧＦ

Ｆおよびフィードフォワード制御用制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦを常に最適の状
態に調整する事が可能となり、フィードフォワード制御の制御効果が大幅に向上する。
【００７６】
　図１３～図１７に、フィードフォワード制御調整装置１０１の効果を圧延シミュレータ
により検証した結果を示す。図１３は図８の状態に、＃４スタンドの板厚制御部６４にお
けるフィードフォワード制御を追加した場合である。図１３において、入側板厚の位相は
実線の縦線で、出側板厚の位相は破線の縦線で、圧延荷重の位相は一点鎖線の縦線で示さ
れている。
【００７７】
　即ち、入側板厚－出側板厚間位相差ΔＴＥＤは、実線の縦線と破線の縦線との間隔で示
され、進み位相であることがわかる。また、入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴＥＰは実線
の縦線と一点鎖線の縦線との間隔で示され、遅れ位相となっている。そして、図１３に示
すように出側板厚偏差は大であるため、ここではまずフィードフォワード制御用制御出力
タイミングシフト量ΔＴＦＦが進み位相側、即ち増加方向に変更される。その結果は図１
４のようになる。
【００７８】
　図１４に示すように、実線と破線との間で示される入側板厚－出側板厚間位相差ΔＴＥ

Ｄ、実線と一点鎖線との間で示される入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴＥＰ共小さくなり
、かつ出側板厚の振幅も若干であるが小さくなっている。この状態ではフィードフォワー
ド制御用制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦは合っているが、フィードフォワード制御
ゲインＧＦＦが不足していると判断され、フィードフォワード制御ゲイＧＦＦが増大され
る。その結果は図１５のようになる。
【００７９】
　図１５に示すように、出側板厚偏差はかなり小さくなる。この状態でも、入側板厚－出
側板厚間位相差ΔＴＥＤは遅れ位相と判断される場合、フィードフォワード制御用制御出
力タイミングシフト量ΔＴＦＦが位相遅れ方向に変更される。その結果、出側板厚偏差は
図１６に結果を示すようにほとんど除去する事が可能である。
【００８０】
　この時、図１６に示すように、入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴＥＰは遅れ位相となっ
ており、この値をメンバーシップ関数１０７のＰＺとして設定する事で、入側板厚－圧延
荷重間位相差ΔＴＥＰによっても同様にフィードフォワード制御用制御出力タイミングシ
フト量ΔＴＦＦの調整を行う事ができる。
【００８１】
　図１７は、図１３と逆側にフィードフォワード制御用制御出力タイミングシフト量ΔＴ

ＦＦをずらした場合を示す図である。入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴＥＰは進み位相と
なって現れており、本シミュレーションにおいては、入側板厚－圧延荷重間の位相差が＋
側の場合、制制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦを減少側に調整することで出側板厚偏
差を更に小さくする事が期待できることが分かる。
【００８２】
　以上により、圧延操業中に圧延実績データを取り込みながら、フィードフォワード制御
におけるタイミングシフト量ΔＴＦＦ、および制御ゲインＧＦＦを修正していく事でフィ
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ードフォワード制御の効果を向上させる事ができる。この他、圧延速度や鋼種、板厚等の
圧延状態に応じてフィードフォワード制御用制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦ、およ
びフィードフォワード制御ゲインＧＦＦを関連付けて記憶してデータベースを作成してお
き、同様な圧延条件となった場合はデータベースに記憶されたィードフォワード制御用制
御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦ、およびフィードフォワード制御ゲインＧＦＦを取り
出して使用し、圧延実績により修正する事で、フィードフォワード制御における制御効果
を最大限にしていく事もできる。このデータベースが、条件情報記憶部として機能する。
【００８３】
　また、本実施例においては、４スタンド圧延機における＃４スタンドの板厚制御部６４
に対してフィードフォワード制御調整装置１０１を適用する場合について述べた。これに
限らず、同様に＃２スタンドの板厚制御部６２、＃３スタンドの板厚制御部６３等、フィ
ードフォワード制御を行う任意のスタンドの板厚制御についても適用可能である。
【００８４】
　また、本方式は４スタンドタンデム圧延機以外の任意のスタンド数のタンデム圧延機に
も適用可能である。また、本方式はシングルスタンド圧延機における入側板厚計で検出し
た入側板厚偏差によるフィードフォワード制御にも適用可能である。
【００８５】
　また、本明細書では、入側板厚計の検出結果で検出した入側板厚偏差を用いたフィード
フォワード制御の調整方法としたが、入側板厚偏差と入出側板速を用いたマスフロー板厚
制御における比例制御についても、同様に適用する事が可能である。
【００８６】
　また、本実施例は、４スタンドタンデム圧延機を制御対象として説明したが、圧延機以
外でも制御対象に対して比例制御またはフィードフォワード制御を実施する任意のプラン
トに適用可能である。
【００８７】
　上述した＃４スタンドの板厚制御部６４や、フィードフォワード制御調整装置１０１を
中心とした圧延制御装置は、ソフトウェアとハードウェアとの組み合わせによって実現さ
れる。ここで、本実施形態に係る圧延制御装置の各機能を実現するためのハードウェアに
ついて、図１８を参照して説明する。図１８は、本実施形態に係る圧延制御装置を構成す
る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック図である。図１８に示すように、本実
施形態に係る圧延制御装置は、一般的なサーバやＰＣ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｃｏｍｐｕｔ
ｅｒ）等の情報処理端末と同様の構成を有する。
【００８８】
　即ち、本実施形態に係る圧延制御装置は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉ
ｎｇ　Ｕｎｉｔ）２０１、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）２０２
、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）２０３、ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　
Ｄｒｉｖｅ）２０４およびＩ／Ｆ２０５がバス２０８を介して接続されている。また、Ｉ
／Ｆ２０５にはＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）２０６および
操作部２０７が接続されている。
【００８９】
　ＣＰＵ２０１は演算手段であり、圧延制御装置全体の動作を制御する。ＲＡＭ２０２は
、情報の高速な読み書きが可能な揮発性の記憶媒体であり、ＣＰＵ２０１が情報を処理す
る際の作業領域として用いられる。ＲＯＭ２０３は、読み出し専用の不揮発性記憶媒体で
あり、ファームウェア等のプログラムが格納されている。
【００９０】
　ＨＤＤ２０４は、情報の読み書きが可能な不揮発性の記憶媒体であり、ＯＳ（Ｏｐｅｒ
ａｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）や各種の制御プログラム、アプリケーション・プログラム等
が格納されている。Ｉ／Ｆ２０５は、バス２０８と各種のハードウェアやネットワーク等
を接続し制御する。また、Ｉ／Ｆ２０５は、夫々の装置が情報をやり取りし、若しくは圧
延機に対して情報を入力するためのインタフェースとしても用いられる。
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【００９１】
　ＬＣＤ２０６は、各種の情報を表示し、オペレータが圧延制御装置の状態を確認するた
めの視覚的ユーザインタフェースである。操作部２０７は、キーボードやマウス等、オペ
レータが圧延制御装置に情報を入力するためのユーザインタフェースである。このような
ハードウェア構成において、ＲＯＭ２０３やＨＤＤ２０４若しくは図示しない光学ディス
ク等の記録媒体に格納されたプログラムがＲＡＭ２０２に読み出され、ＣＰＵ２０１がそ
のプログラムに従って演算を行うことにより、ソフトウェア制御部が構成される。このよ
うにして構成されたソフトウェア制御部と、ハードウェアとの組み合わせによって、本実
施形態に係る圧延制御装置の機能が実現される。
【００９２】
　尚、上記実施形態においては、各機能が圧延制御装置に全て含まれている場合を例とし
て説明した。このように全ての機能を１つの情報処理装置において実現しても良いし、よ
り多くの情報処理装置に各機能を分散して実現しても良い。
【００９３】
　なお、本発明は上記した実施例に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。
例えば、上記した実施例は本発明をわかりやすく説明するために詳細に説明したものであ
り、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また、ある実
施例の構成の一部に他の実施例の構成に置き換えることが可能であり、また、ある実施例
の構成に他の実施例の構成を加えることも可能である。また、各実施例の構成の一部につ
いて、他の構成の追加・削除・置換をすることが可能である。
【符号の説明】
【００９４】
１１　＃１スタンド圧延機
１２　＃２スタンド圧延機
１３　＃３スタンド圧延機
１４　＃４スタンド圧延機
１５　出側ブライドルロール
２１、２２、２３、２４　電動機速度制御装置
２５　速度制御装置
３１、３２、３３、３４　ロールギャップ制御装置
４１、４２、４３、４４　板厚系
５１、５２、５３、５４　張力系
６１、６２、６３、６４　板厚計
７１、７２、７３、７４　張力制御部
１０１　フィードフォワード制御調整装置
１０２　制御ゲイン・タイミングシフト量設定装置
１０３　ＰＰ値演算装置
１０４ａ、１０４ｂ　比較信号位相差演算装置
１０５、１０６、１０７　メンバーシップ関数
１０８　ファジィ推論装置
１０９　パラメータ変更装置



(16) JP 2017-58932 A 2017.3.23

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(18) JP 2017-58932 A 2017.3.23

【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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【図１７】

【図１８】

【図１９】

【手続補正書】
【提出日】平成28年4月13日(2016.4.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　＃１スタンド圧延機１１においては、＃１スタンド圧延機１１のロールギャップを操作
する板厚制御部６１が、＃２スタンド圧延機１２～＃４スタンド圧延機１４においては前
段スタンド速度を操作する板厚制御部６２～６４が実施されている。例えば、＃２スタン
ド圧延機１２の場合には＃１スタンド圧延機１１の速度制御が行われる。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３３】
　図７は、♯４スタンドの入側である＃３スタンド～＃４スタンド間張力制御部７３およ
び＃４スタンド出側張力制御部７４を比例積分制御で実施し、かつ＃４スタンド出側板厚
制御部６４のフィードバック制御のみ実施した場合である。この場合、＃４スタンド出側
板厚偏差の位相が＃４スタンド入側板厚偏差より早くなる位相進みが生じている。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５８】
　メンバーシップ関数１０６においては、入側板厚－出側板厚間位相差ΔＴEDを入力と
し、図１０に示すようなメンバーシップ関数を用いて、ＴＥＤＢ、ＴＥＤＭ、ＴＥＤＺ、
ＴＥＤＰ、ＴＥＤＴを求める。ＴＥＤＢは、入側板厚－出側板厚間位相差が－側で大きい
度合を示す値である。ＴＥＤＭは、入側板厚－出側板厚間位相差が－側である度合を示す
値である。ＴＥＤＺは、入側板厚－出側板厚間位相差が無である度合を示す値である。Ｔ
ＥＤＰは、入側板厚－出側板厚間位相差が＋側である度合を示す値である。ＴＥＤＴは、
入側板厚－出側板厚間位相差が＋側で大きい度合を示す値である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５９】
　メンバーシップ関数１０７においては、入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴEPを入力と
し、図１０に示すようなメンバーシップ関数を用いて、ＴＥＰＭ、ＴＥＰＺ、ＴＥＰＰを
求める。ＴＥＰＭは、入側板厚－圧延荷重間位相差が－側である度合を示す値である。Ｔ
ＥＰＺは、入側板厚－圧延荷重間位相差が無である度合を示す値である。ＴＥＰＰは、入
側板厚－圧延荷重間位相差が＋側である度合を示す値である。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７８】
　図１４に示すように、実線と破線との間で示される入側板厚－出側板厚間位相差ΔＴＥ
Ｄ、実線と一点鎖線との間で示される入側板厚－圧延荷重間位相差ΔＴＥＰ共小さくなり
、かつ出側板厚の振幅も若干であるが小さくなっている。この状態ではフィードフォワー
ド制御用制御出力タイミングシフト量ΔＴＦＦは合っているが、フィードフォワード制御
ゲインＧＦＦが不足していると判断され、フィードフォワード制御ゲインＧＦＦが増大さ
れる。その結果は図１５のようになる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制御対象が含む変動要因に基づいて前記制御対象に発生した制御前状態量の変動に基づ
き、前記制御対象の加工処理に際してフィードフォワード制御を行うプラント制御装置で
あって、
　前記制御前状態量の変動と、前記加工処理が行われたあとの前記制御対象の状態量であ
る制御後状態量の変動の位相差を取得する位相差取得部と、
　前記位相差に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前記フィードフォワード制御に反
映させるまでの位相シフト量を決定するフィードフォワード調整部とを含むことを特徴と
するプラント制御装置。
【請求項２】
　前記フィードフォワード調整部は、前記位相差に対して予め定められた値と前記位相差



(22) JP 2017-58932 A 2017.3.23

との関係に基づいて前記位相シフト量を決定することを特徴とする請求項１に記載のプラ
ント制御装置。
【請求項３】
　前記フィードフォワード調整部は、前記位相差に基づいて前記フィードフォワード制御
における制御ゲインを決定することを特徴とする請求項１に記載のプラント制御装置。
【請求項４】
　前記フィードフォワード調整部は、前記制御後状態量の変動幅及び前記位相差に基づい
て前記位相シフト量を決定することを特徴とする請求項１に記載のプラント制御装置。
【請求項５】
　前記加工処理の際に前記変動要因に応じて発生する制御量の変動の位相である制御量位
相を取得する制御量位相取得部を含み、
　前記フィードフォワード調整部は、前記制御後状態量の変動幅が所定の範囲内である場
合、前記制御前状態量の変動の位相と前記制御量位相との位相差に基づき、前記位相シフ
ト量を決定することを特徴とする請求項４に記載のプラント制御装置。
【請求項６】
　前記制御後状態量の変動幅が所定の範囲内となった状態における前記位相シフト量を、
前記加工処理の制御に影響する条件と関連付けて記憶媒体に記憶させる条件情報記憶部を
含み、
　前記フィードフォワード調整部は、前記加工処理の制御に影響する条件に対応して前記
記憶媒体に記憶されている前記位相シフト量に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前
記フィードフォワード制御に反映させるまでの位相シフト量を決定することを特徴とする
請求項５に記載のプラント制御装置。
【請求項７】
　被圧延材が含む位置に応じた高度の変動に基づいて前記被圧延材に発生した圧延前の板
厚変動に基づき、前記被圧延材の圧延処理に際してフィードフォワード制御を行う圧延制
御装置であって、
　前記圧延前の板厚変動と、前記圧延処理が行われたあとの前記被圧延材の板厚である圧
延後板厚の変動の位相差を取得する位相差取得部と、
　前記位相差に基づき、前記圧延前の板厚変動の計測結果を前記フィードフォワード制御
に反映させるまでの位相シフト量を決定するフィードフォワード調整部とを含むことを特
徴とする圧延制御装置。
【請求項８】
　制御対象が含む変動要因に基づいて前記制御対象に発生した制御前状態量の変動に基づ
き、前記制御対象の加工処理に際してフィードフォワード制御を行うプラント制御方法で
あって、
　前記制御前状態量の変動と、前記加工処理が行われたあとの前記制御対象の状態量であ
る制御後状態量の変動の位相差を取得し、
　前記位相差に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前記フィードフォワード制御に反
映させるまでの位相シフト量を決定することを特徴とするプラント制御方法。
【請求項９】
　制御対象が含む変動要因に基づいて前記制御対象に発生した制御前状態量の変動に基づ
き、前記制御対象の加工処理に際してフィードフォワード制御を行うプラント制御プログ
ラムであって、
　前記制御前状態量の変動と、前記加工処理が行われたあとの前記制御対象の状態量であ
る制御後状態量の変動の位相差を取得するステップと、
　前記位相差に基づき、前記制御前状態量の計測結果を前記フィードフォワード制御に反
映させるまでの位相シフト量を決定するステップとを情報処理装置に実行させることを特
徴とするプラント制御プログラム。
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